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【今月の話題（「統計トピックス」から抜粋）】 

 

 

平成 25 年７月 12 日に公表しました，平成 24 年に実施した就業構造基本調査の結果か

ら，都道府県の就業構造（有業者，雇用者，無業者）について，前回調査（平成 19 年）と

の比較を御紹介します。詳細についてはこちら（「統計トピックス No.71」

http://www.stat.go.jp/data/shugyou/topics/topi710.htm）を御覧下さい。 

平成 19 年(2007 年)10 月１日：平成 19 年就業構造基本調査実施 

20 年(2008 年)９月：リーマンショック（その後の世界経済の低迷） 

23 年(2011 年)３月：東日本大震災 

24 年(2012 年)10 月１日：平成 24 年就業構造基本調査実施 

 

 

都道府県の就業構造 

１ 有業者 

○ 有業者は，東京都及び沖縄県を除く 45 道府県で減少 

15～64 歳は，東京都及び沖縄県を除く 45 道府県で減少 

65 歳以上は，岩手県，鹿児島県，愛媛県などの８県を除く 39 都道府県で増加 

平成 24 年 10 月１日現在の有業者を都道府県別にみると，５年前の平成 19 年と比べ,

東京都（18 万人増）及び沖縄県（１万７千人増）を除く 45 道府県で減少しています。 

これを年齢階級別にみると，15～64 歳では，東京都（15 万４千人増）及び沖縄県（１

万９千人増）を除く 45 道府県で減少している一方，65 歳以上は高齢化の影響もあり，

岩手県（１万人減），鹿児島県（７千人減），愛媛県（６千人減）などの８県を除く 39 都

道府県で増加しています。 

多くの道府県で有業者が減少した原因としては，景気の低迷を始めとする複数の要因が

考えられますが，一つの要因として，15～64 歳の生産年齢人口が減少した一方，65 歳

以上人口が増加したという人口構造の変化の影響も考えられます。 

 

 

２ 雇用者 

○ 「雇用者（役員を除く）」は，東京都，大阪府などの大都市圏及び沖縄県などを除く

31 道府県で減少 

○ 「正規の職員・従業員」は，東京都，千葉県などを除く 43 道府県で減少 

○ 「非正規の職員・従業員」は，東京都，神奈川県，大阪府など 44 都道府県で増加 

有業者のうち「雇用者（役員を除く）」についてみると，平成 19 年と比べ，東京都（38

万６千人増），大阪府（９万７千人増），千葉県（６万９千人増），神奈川県（４万８千人

都道府県の就業構造 

 ―平成 24 年就業構造基本調査の結果から― 
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増）などの大都市圏及び沖縄県（２万５千人増）などを除く 31 道府県で減少しています。 

このうち，「正規の職員・従業員」についてみると，東京都（19 万９千人増），千葉県

（４千人増），滋賀県（３千人増）及び熊本県（１千人増）を除く 43 道府県で減少して

いる一方，「非正規の職員・従業員」は，東京都（19 万３千人増），神奈川県（14 万７

千人増），大阪府（13 万５千人増）など 44 都道府県で増加しています。 

「雇用者（役員を除く）」に占める「非正規の職員・従業員」の割合は，全ての都道府

県で上昇しています。 

 

 

３ 無業者 

○ 無業者は，東京都，神奈川県，愛知県など 42 都道府県で増加 

15～64 歳は，東京都，長野県などを除く 43 道府県で減少 

65 歳以上は，全ての都道府県で増加 

○ 就業希望者比率及び求職者比率は沖縄県が最も高い 

無業者は，平成 19 年と比べ，東京都（29 万３千人増），神奈川県（25 万人増），愛知

県（20 万９千人増）など 42 都道府県で増加しています。 

年齢階級別にみると，15～64 歳では，東京都（１万６千人増），長野県（８千人増），

福島県（６千人増）などを除く 43 道府県で減少している一方，65 歳以上では，高齢化

の影響もあり，全ての都道府県で増加しています。 

 就業希望者比率（無業者に占める就業希望者の割合）をみると，沖縄県（29.4％）が

最も高く，次いで東京都（28.9％），神奈川県（27.7％），京都府，大阪府，埼玉県（い

ずれも 26.2％）などの順となっています。 

求職者比率（無業者に占める求職者の割合）をみると，沖縄県（15.1％）が最も高く，

次いで東京都（11.8％），大阪府，福岡県（共に 11.7％），神奈川県（11.4％）などの

順となっています。（図１，２） 

 

 

図１ 都道府県別就業希望者比率－平成 24 年 
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図２ 都道府県別求職者比率－平成 24 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就業構造基本調査とは 

就業構造基本調査は，就業・不就業の実態を種々の観点から捉え，我が国の就業構造を

全国だけでなく，地域別にも詳細に明らかにし，国や都道府県における雇用政策，経済政

策などの各種行政施策立案の基礎資料を得ることや学術研究のための利用に資すること

などを目的に，昭和 31 年（1956 年）の第１回調査以来ほぼ３年ごとに，57 年（1982

年）以降は５年ごとに実施している調査です。 

平成 24 年（2012 年）就業構造基本調査は，全国の世帯から無作為に選定した約 47

万世帯に居住する 15 歳以上の世帯員約 100 万人を対象に，平成 24 年 10 月１日現在

で実施し，調査結果については，平成 25 年７月 12 日に公表しました。 

 

 

用語の解説 

○就業状態の捉え方 

国勢調査や労働力調査が月末１週間の就業・不就業の状態を把握しているのに対し，

就業構造基本調査では，ふだんの就業・不就業の状態を把握しています。 

○有業者……ふだん収入を得ることを目的として仕事をしており，調査日（平成 24 年 

10 月１日）以降もしていくことになっている者及び仕事は持っているが現在

は休んでいる者 

なお，家族が自家営業（個人経営の商店，工場や農家など）に従事した場合

は，その家族が無給であっても，自家の収入を得る目的で仕事をしたことにな

ります。 

また,仕事があったりなかったりする人や，忙しい時だけ実家を手伝う人な

どで，「ふだんの就業状態」がはっきり決められない場合は，おおむね，１年

間に 30 日以上仕事をしている場合を，有業者としました。 

○無業者……ふだん仕事をしていない者，すなわち，ふだん全く仕事をしていない者及び 

臨時的にしか仕事をしていない者 
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【今月の話題】 

 

平成 25 年８月 27 日に公表しました，平成 24 年経済センサス-活動調査確報集計結果か

ら＜事業所数，企業数，従業者の状況＞及び＜売上高，付加価値額の状況＞を御紹介します。

詳細についてはこちら（http://www.stat.go.jp/data/e-census/2012/index.htm）を御

覧下さい。 

 

＜事業所数，企業数，従業者数の状況＞ 

○ 昨年２月１日現在の我が国の事業所数は５７６万８千事業所，企業数は４１２万８

千企業，従業者数は５５８３万８千人 

○ 産業別に事業所数，企業数，従業者数をみると，いずれも「卸売業，小売業」が最

も多く，全体の２割以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 24 年経済センサス‐活動調査 確報集計結果 
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（％）
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第一次・第二次産業 第三次産業

第一次産業 0.6％、第二次産業 21.9％、第三次産業 77.5％ （％）
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図１ 事業所数構成比 

図２ 企業数構成比 

図３ 従業者数構成比 
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＜売上高，付加価値額の状況＞ 

○ 平成 23 年１年間の我が国全産業の売上高は約１３３７兆円，付加価値額は２４５

兆円 

○ このうち，付加価値額については，「製造業」が最も多く，全体の２割以上を占めて

おり，次いで「卸売業，小売業」が２割弱 

○ これを，第一次，第二次，第三次産業別にみると，「卸売業，小売業」，「医療，福祉」

などの第三次産業が全産業の約７割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注１：「売上高」，「付加価値額」及び「従業者数」は必要な事項の数値が得られた企業を対象として集計した。 

注２：「その他の産業」は，日本標準産業分類における大分類「電気・ガス・熱供給・水道業」，「情報通信業」，「運輸業，

郵便業」，「不動産業，物品賃貸業」，「学術研究，専門・技術サービス業」，「生活関連サービス業，娯楽業」，「教

育，学習支援業」，「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されないもの）」の計である。 

注３：付加価値とは，企業の生産活動によって新たに生み出された価値のことで，生産額から原材料等の中間投入額を

差付し引くことによって算出できる。本調査においては，以下の算式を用いている。 

付加価値額 ＝ 売上高 － 費用総額 ＋ 給与総額 ＋ 租税公課 

費用総額 ＝ 売上原価 ＋ 販売費及び一般管理費 

本調査の付加価値には，国民経済計算の概念では含まれている国内総生産の項目のうち，以下は含まれていない。 

固定資本減耗，雇主の社会保険料負担分，持ち家の帰属家賃 

農林漁家，公営企業及び政府サービス生産者の付加価値 等 
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6.4％ 23.0％ 18.6％ 7.6％ 3.0％ 9.9％ 31.1％

0 20 40 60 80 100

農林漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業 製造業

卸売業，小売業 金融業，保険業

宿泊業，飲食サービス業

医療，福祉 その他の産業

第一次・第二次産業 第三次産業

第一次産業 0.4％、第二次産業 29.4％、第三次産業 70.2％ （％）

 

図５ 付加価値額構成比 

図４ 売上高構成比 
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【結果のポイント解説】 

【移動者数】

・ 市区町村間移動者数は，38万5184人で前年同月に比べ　　2万1205人（5.8％）の増加
・ 都道府県間移動者数は，17万1823人で前年同月に比べ　　     5866人（3.5％）の増加
・ 都道府県内移動者数は，21万3361人で前年同月に比べ　　1万5339人（7.7％）の増加

【３大都市圏】

（注）東日本大震災の影響を受けて被災地から避難した人等に係る移動については，避難先の

  市町村に転入の届出があった人についてのみ，移動者として計上されています。

                   (人）                                             　　　　　転入者数，転出者数及び転入超過数  

住民基本台帳人口移動報告
－　平成25年（2013年）７月分　平成25年８月26日公表　－

市区町村間移動者数は，38万5184人

　　　　　　　　    　　 移動者数の推移　　　　　　　　　　　　　　 　      移動者数の対前年同月増減の推移

   　           ３大都市圏の転入超過数の推移　　　　　　　３大都市圏の転入超過数の対前年同月増減の推移       

転入者数 転出者数 転入超過数
（－は転出超過）

転入者数 転出者数 転入超過数
（－は転出超過）

転入者数 転出者数 転入超過数
（－は転出超過）

平成25年７月 31,241 30,000 1,241 9,205 8,728 477 14,276 15,532 -1,256

平成24年７月 29,437 30,692 -1,255 8,731 8,454 277 14,540 14,613 -73

大 阪 圏東 京 圏 名 古 屋 圏
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総務省統計局統計調査部国勢統計課労働力人口統計室長 河野 好行 

 

昨年 10 月に実施した平成 24 年就業構造基本調査の結果を本年７月 12 日に公表しました。翌日，

多くのテレビ・ラジオ，新聞などで公表内容が掲載されたので，御存じの方も多いと思います。この報

道の中でも，25 歳から 39 歳までの女性の 有業率(15 歳以上人口に占める有業者の割合)が上昇して

おり，女性が働きやすい環境を整備する必要があると指摘されています。 

女性の 25 歳から 39 歳までの働き盛りの年代は，結婚・出産・育児に当たる年代でもあり，一旦仕

事を辞めて，育児が落ち着いた時期に再び働き出すことが知られており，女性の年代ごとに働く人の割

合をみると，「Ｍ字型カーブ」になっています。 

日本では，少子高齢化が急速に進行しているため，働く人の割合が低下しており，このＭ字型カーブ

の底を押し上げれば，働く人の割合も上昇するので，女性の活躍の促進が我が国の成長戦略の中核と位

置付けられるまでになりました。 

ここでは，我が国の女性の有業率の推移とＭ字型カーブの変化について，平成 24 年就業構造基本調

査の結果から見ていきたいと思います。 

 

（女性の有業率の推移） 

我が国の女性の有業者は 2767 万６千人，５年前と比べて 12 万７千人の減少となっています。女

性の有業率は 48.2％となっており，５年前と比べて 0.6 ポイント低下しています。 

この有業率を長期的にみたものが「図１」になります。平成 14 年の有業率は平成９年調査と比べ男

女共大きく減少しています。これは，平成 14 年まで，「失われた 10 年」と言われる時期で，景気が

低迷し雇用情勢の厳しかった時期に当たるためです。その後，平成 14 年から「いざなみ景気」と言わ

れる戦後最長の景気の拡大期に入った中で 19 年調査を実施し，20 年のリーマンショックや 23 年の

東日本大震災を経て 24 年調査を実施しました。この間の男女の有業率をみると，男性は低下し続けて

いるものの，女性は，平成 19 年，24 年共高止まりで推移しています。女性は，どの年齢階級で有業

率を変化させてきたか，過去４回の調査でその動きを見てみたいと思います。 

 

図１ 男女別有業率の推移－昭和 57～平成 24 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今月のメッセージ （「統計 Today」から）】 

 
女性のＭ字型カーブの解消が有業率の向上に貢献 

－平成24年就業構造基本調査の結果－ 

 

男性 

総数 

女性 
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（女性の 25 歳から 39 歳までの有業率の変化） 

「図２」は女性の年齢階級別の有業率です。平成９年，14 年，19 年及び 24 年の女性の年齢階級

別の有業率を比較すると，結婚・出産・育児期に当たる年代で未婚化や晩婚化の進展などを背景として，

「25～29 歳」及び「30～34 歳」の有業率が大きく上昇しています。「25～29 歳」は，平成９年と

14 年の差が＋4.4 ポイント，14 年と 19 年の差が＋4.8 ポイント，19 年と 24 年の差が＋1.8 ポイ

ントとなっているのに対して，「30～34 歳」は，平成９年と 14 年の差は＋2.4 ポイントと，上昇幅

は「25～29 歳」を下回っているものの，14 年と 19 年の差は＋6.7 ポイント，19 年と 24 年の差

は＋4.7 ポイントと，後半の 10 年の上昇幅は「25～29 歳」を上回っています。その結果，平成９年，

14 年及び 19 年までは「30～34 歳」がＭ字型カーブの底となっていましたが，24 年では「35～

39 歳」に移行しています。 

 

図２ 女性の年齢階級別有業率－平成９年～24 年   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（女性のＭ字型カーブの底上げと我が国の有業率の動向） 

15～64 歳人口（生産年齢人口）は，少子高齢化の進展を背景に，平成 14 年調査で初めて減少に転

じました。そこで，平成 14 年以降の 15～64 歳の有業率を男女別にみると，男性では，14 年と 19

年の差は＋1.8 ポイントとなりましたが，19 年と 24 年の差は－1.3 ポイントとなっています。一方，

女性では，14 年と 19 年の差は＋3.2 ポイント，19 年と 24 年の差は＋1.4 ポイントと，いずれも男

性を大きく上回っています。 

平成 14 年以降，我が国の有業率を下支えしているのは，15～64 歳の女性の有業率の上昇によるも

のです。 

結婚前に仕事を持っていた女性は，結婚と出産で離職していくと言われており，これらに相当する年

代の女性の有業率の向上やＭ字型カーブの解消は，急速な少子高齢化の進展に伴い生産年齢人口が減少

していく中で，重要な政策課題となっています。 
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（千人，％，ポイント）

平成９年 平成14年 平成19年 平成24年 （14年－９年） （19年－14年） （24年－19年）

人口 86,896.0 85,548.8 82,841.6 80,026.8 -1,347.2 -2,707.2 -2,814.8

有業者 61,801.0 59,647.6 59,837.3 57,867.0 -2,153.4 189.7 -1,970.3

有業率 71.1 69.7 72.2 72.3 -1.4 2.5 0.1

人口 43,567.0 42,871.7 41,582.9 40,240.7 -695.3 -1,288.8 -1,342.2

有業者 36,264.0 34,690.1 34,380.7 32,766.9 -1,573.9 -309.4 -1,613.8

有業率 83.2 80.9 82.7 81.4 -2.3 1.8 -1.3

人口 43,331.0 42,677.3 41,258.8 39,786.0 -653.7 -1,418.5 -1,472.8

有業者 25,535.0 24,958.0 25,456.4 25,100.3 -577.0 498.4 -356.1

有業率 58.9 58.5 61.7 63.1 -0.4 3.2 1.4

総
数

男

女

実数 増減

表 男女別 15～64 歳（生産年齢）人口，有業者及び有業率の推移－平成９年～24 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回紹介しました女性の有業率やＭ字型カーブの変化は，日本経済の活性化の重要な一つの指標とし

て注目を集めています。就業構造基本調査は，このほか，我が国の喫緊の課題となっている「非正規雇

用」，「若年無業者（ニート）」，「高齢者雇用」，「育児・介護と就業」など，様々な課題に対処するため

に必要な統計データを提供しています。以下のＵＲＬからアクセスできますので，御活用いただければ

幸甚です。 

 

 

本文は「統計 Today No.67」（平成 25 年８月 30 日） 

http://www.stat.go.jp/info/today/067.htm から転載しました。 
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１０月１日、住宅・土地統計調査を

実施します。約３５０万世帯（全国

の約１５分の１）が調査の対象です。 
インターネットでも回答できますの

で，調査へのご協力をお願いいたし

ます。 
⇒住宅・土地統計調査のキャンペー

ンサイトはこちら 
http://www.stat.go.jp/jyutaku_2013/ 
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